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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
　
回次
　

第59期
第３四半期連結
累計期間

第60期
第３四半期連結
累計期間

第59期
第３四半期連結
会計期間

第60期
第３四半期連結
会計期間

第59期

　
会計期間
　

自平成22年
１月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
１月１日
至平成23年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
７月１日
至平成23年
９月30日

自平成22年
１月１日
至平成22年
12月31日

売上高 （千円） 12,448,70112,199,9764,620,4583,940,15216,316,438

経常利益 （千円） 2,033,0631,614,481888,563 546,6642,254,028

四半期（当期）純利益 （千円） 1,293,7951,160,405645,834 388,8271,432,388

純資産額 （千円） － － 16,417,66217,224,85616,585,754

総資産額 （千円） － － 19,475,50119,648,24819,351,947

１株当たり純資産額 （円） － － 1,203.371,262.391,215.67

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 94.94 85.15 47.39 28.53 105.11

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 84.20 87.55 85.61

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 1,981,3341,080,542 － － 1,674,815

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △519,410△794,849 － － △482,132

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △238,309△452,676 － － △253,656

現金及び現金同等物の四半

期末（期末）残高
（千円） － － 4,209,3923,729,7963,916,008

従業員数

（外、臨時雇用者数） 
（人） － －

652

(176)

657

(176)

646

(176)

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

 　　　 ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要

な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年９月30日現在

従業員数（人） 657 (176)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（嘱託、パートタイマーを含み、派遣社員は除く）は、（　）内に外数で

記載しております。

　

(2）提出会社の状況

 平成23年９月30日現在

従業員数（人） 560 (103)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（嘱託、パートタイマーを含み、派遣社員は除く）は、（　）内に外数で

記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　
セグメントの名称

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）

　
前年同四半期比 （％）

　

電気測定器事業 　 　 　

日本 （千円） 3,738,305 －

米国 （千円） － －

アジア （千円） － －

報告セグメント計 （千円） 3,738,305 －

その他 （千円） － －

合計 （千円） 3,738,305 －

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険代理業及び不動産管理

　　　　　　業等を含んでおります。　

　　　　２．金額は売価換算価額で表示しております。

３．金額には消費税等は含まれておりません。　

　

(2）受注状況

　当第３四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円）

　
前年同四半期比
（％）
　

受注残高（千円）

　
前年同四半期比
（％）
　

電気測定器事業 　 　 　 　

日本 2,920,510 － 776,927 －

米国 166,619 － 43,956 －

アジア 458,616 － 208,235 －

報告セグメント計 3,545,746 － 1,029,119 －

その他 24,166 － － －

合計 3,569,912 － 1,029,119 －

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険代理業及び不動産管理

　　　　　　業等を含んでおります。　

　　　　２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

３．金額には消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　
セグメントの名称

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）

　
前年同四半期比 （％）

　

電気測定器事業 　 　 　

日本 （千円） 3,305,260 －

米国 （千円） 163,633 －

アジア （千円） 447,091 －

報告セグメント計 （千円） 3,915,986 －

その他 （千円） 24,166 －

合計 （千円） 3,940,152 －

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険代理業及び不動産管理

　　　　　　業等を含んでおります。　

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

３. 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。なお、当第３四半期連結会

計期間の日本電計株式会社につきましては、当該割合が100分の10に満たないため、記載を省略しておりま

す。

相手先

　
前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

　

　
当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）

　

　金額 （千円） 　割合 （％） 　金額 （千円） 　割合 （％）

 ＷＫＫジャパン株式会社         581,265        　12.6        571,011        　14.5

 日本電計株式会社　 　　　　620,090 　　　　　13.4 　　　　　　－ 　　　　　　－

４．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

（1）業績の状況

　東日本大震災により落ち込んだ製造業の生産が回復しておりますが、米国の景気後退懸念、ユーロの財政問題、ま

た、それらから派生した円高の継続により、当社主要ユーザーであります製造業の設備投資意欲に陰りが見え始め

ております。

　当期は、自動試験装置、記録装置、電子測定器、現場測定器の各製品群に次々と新製品を投入し、売上高の増加に努

めました。その結果、記録装置、電子測定器、現場測定器の売上高は順調に伸ばすことができました。しかし、半導体

業界の設備投資が活発化し前期において大きく伸長した自動試験装置の売上高が、当期に入り同業界の導入予定

の遅れから低迷しております。

　販売面では、グローバル化の方針のもと、前期にインド及びシンガポールに販売子会社を設立し、当期はこれら地

域の市場開拓に着手しました。また、電力の使用制限に対応する節電対策を契機に、当社の電力測定器及び電力監

視システムが注目を集めており、これらの拡販を進めております。

　生産面では、東日本大震災によるサプライチェーンの毀損により、当社の生産に影響が出ないよう、半導体、電子

部品等の確保に努めました。

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高が39億40百万円（前年同期比14.7％減）になりました。

これにともない営業利益は５億48百万円（同40.3％減）、経常利益は５億46百万円（同38.5％減）、四半期純利益

は３億88百万円（同39.8％減）になりました。

　

　セグメントの業績は次のとおりであります。

①　電気測定器事業

　電気測定器事業の報告セグメントとしては、日本において当社が開発、製造、販売を行い、子会社が修理・校正

サービスを行っております。また、海外販売体制として、米国に１社、アジア地域に３社の販売子会社を展開して

おり、「日本」、「米国」、「アジア」を報告セグメントとしております。

ａ．日本

　新製品の市場投入を積極的に行い、従来製品の競争力の強化及び付加価値率の向上をはかりました。また、グ

ローバル化の方針のもと、世界戦略商品を開発するための市場調査を進めました。販売面では、自動車、電子部

品及び環境・新エネルギー市場を重点市場と位置づけ、拡販に注力しました。特に電力不足に対応するための

節電対策のツールとして、当社電力測定器及び電力監視システムの拡販を進めました。しかし、半導体業界の

設備投資の遅れから、自動試験装置の売上高が低迷しました。

　以上の結果、売上高は36億81百万円、セグメント利益（営業利益）は４億43百万円になりました。

ｂ．米国

　ターゲット市場として、従来から電力測定器の市場開拓を積極的に行ってまいりましたが、当期、電源品質ア

ナライザに新製品が投入され、この取組みを加速してまいります。地域的には、米国中西部の重工業地域及び

メキシコ地域の市場開拓を進めました。

　以上の結果、売上高は１億63百万円、セグメント利益（営業利益）は２百万円になりました。

ｃ．アジア

　中国市場においては、従来、沿岸部を中心に市場開拓を行ってまいりましたが、新たに成都に販売拠点を開設

し、内陸地域の開拓を進めました。また、重点商品として自動試験装置の拡販に注力しました。

　昨年、インド及びシンガポールに販売子会社を設立しましたが、当期は人員の拡充を行い、デリー及びムンバ

イに支店を開設する等、これらの地域の市場開拓を積極的に進めました。

　以上の結果、売上高は４億47百万円、セグメント利益（営業利益）は64百万円になりました。

②　その他

　当社グループ従業員の福利厚生向上のために、損害保険代理業及び当社所有の厚生施設の管理等を行っており

ますが、売上高は68百万円、セグメント利益（営業利益）は３百万円になりました。 

　

EDINET提出書類

日置電機株式会社(E01999)

四半期報告書

 6/29



（2）キャッシュ・フローの状況 　

　当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、第２四半期連結会計期間末と比較して１億38百万

円減少し、37億29百万円になりました。　

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、４億85百万円の収入(前年同期比61.4％減)になりました。主な増加要因

は、税金等調整前四半期純利益５億46百万円、非資金費用である減価償却費及びのれん償却額の発生額２億26百万

円、その他の引当金の増加額２億14百万円であります。主な減少要因は、売上債権の増加額１億56百万円、法人税等

の支払額２億35百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による支出２億40百万円、有形固定資産の取得による支

出１億69百万円等により４億22百万円の支出（前年同期比16.8％増）になりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　財務活動によるキャッシュ・フローは、主として配当金の支払額等により１億80百万円の支出（前年同期比

48.1％増）になりました。 

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（4）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、４億11百万円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　該当事項はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,514,000

計 40,514,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月１日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,024,365 14,024,365東京証券取引所市場第一部
単元株式数

100株

計 14,024,365 14,024,365 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　  該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年７月１日～

平成23年９月30日 
－ 14,024,365 － 3,299,463 － 3,936,873

　

（６）【大株主の状況】

　　当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】　

 平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　397,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 13,584,100 135,841 －

単元未満株式 普通株式　     43,165 － －

発行済株式総数 14,024,365 － －

総株主の議決権 － 135,841 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。また、「議決権

の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。　 

  

②【自己株式等】

 平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

日置電機株式会社 長野県上田市小泉81番地 397,100 － 397,100 2.83

計 － 397,100 － 397,100 2.83

　（注）当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数（単元未満株式は除く）は、397,200株であります。　

   

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 1,775 1,747 1,741 1,661 1,648 1,656 1,638 1,580 1,604

最低（円） 1,626 1,602 1,150 1,561 1,585 1,598 1,531 1,325 1,468

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

 

EDINET提出書類

日置電機株式会社(E01999)

四半期報告書

10/29



第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成23年７月１日から平成23年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成23年１月１日から

平成23年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平

成22年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成23年９月30日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有

限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,559,796 5,506,008

受取手形及び売掛金 2,847,959 2,473,566

商品及び製品 377,952 513,879

仕掛品 1,110,208 1,010,175

原材料及び貯蔵品 1,134,035 1,172,316

繰延税金資産 313,685 206,421

その他 57,561 62,050

貸倒引当金 △1,074 △584

流動資産合計 11,400,126 10,943,833

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1,※2
 4,173,588

※1,※2
 4,186,583

機械装置及び運搬具（純額） ※2
 170,106

※2
 105,092

工具、器具及び備品（純額） ※2
 424,776

※2
 472,591

土地 ※1
 1,796,890

※1
 1,797,019

有形固定資産合計 6,565,362 6,561,288

無形固定資産

のれん 23,009 140,092

ソフトウエア 244,690 255,465

その他 3,241 3,241

無形固定資産合計 270,941 398,799

投資その他の資産 1,411,818 1,448,026

固定資産合計 8,248,122 8,408,114

資産合計 19,648,248 19,351,947

EDINET提出書類

日置電機株式会社(E01999)

四半期報告書

12/29



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 410,214 470,805

未払法人税等 195,206 423,825

賞与引当金 649,116 336,389

役員賞与引当金 22,875 －

その他 459,021 759,754

流動負債合計 1,736,433 1,990,775

固定負債

役員退職慰労引当金 80,130 300,561

繰延税金負債 336,651 251,054

その他 270,177 223,801

固定負債合計 686,958 775,417

負債合計 2,423,391 2,766,193

純資産の部

株主資本

資本金 3,299,463 3,299,463

資本剰余金 3,936,881 3,936,881

利益剰余金 10,871,375 10,187,922

自己株式 △761,406 △761,197

株主資本合計 17,346,313 16,663,069

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,125 24,638

為替換算調整勘定 △141,395 △121,429

評価・換算差額等合計 △143,520 △96,791

少数株主持分 22,064 19,476

純資産合計 17,224,856 16,585,754

負債純資産合計 19,648,248 19,351,947
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 12,448,701 12,199,976

売上原価 7,375,788 7,452,508

売上総利益 5,072,912 4,747,467

販売費及び一般管理費 ※
 3,029,967

※
 3,116,908

営業利益 2,042,945 1,630,558

営業外収益

受取利息 4,447 4,487

受取配当金 11,168 18,091

受取家賃 5,965 6,051

助成金収入 34,178 14,880

雑収入 30,530 28,073

営業外収益合計 86,290 71,584

営業外費用

支払利息 2,771 3,136

売上割引 55,516 62,615

為替差損 25,749 19,355

雑損失 12,135 2,553

営業外費用合計 96,172 87,661

経常利益 2,033,063 1,614,481

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,139 －

固定資産売却益 － 59

特別利益合計 1,139 59

特別損失

固定資産売却損 18 460

固定資産除却損 2,986 2,253

投資有価証券売却損 2,778 －

投資有価証券評価損 29,862 710

会員権評価損 1,560 －

貸倒引当金繰入額 － 9,161

特別損失合計 37,205 12,586

税金等調整前四半期純利益 1,996,996 1,601,954

法人税、住民税及び事業税 524,457 459,547

法人税等調整額 178,562 △24,018

法人税等合計 703,020 435,528

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,166,425

少数株主利益 180 6,019

四半期純利益 1,293,795 1,160,405
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年７月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 4,620,458 3,940,152

売上原価 2,656,222 2,405,752

売上総利益 1,964,235 1,534,400

販売費及び一般管理費 ※
 1,044,398

※
 985,443

営業利益 919,837 548,957

営業外収益

受取利息 1,450 1,120

受取配当金 4,069 8,204

受取家賃 2,004 2,054

助成金収入 － 14,880

雑収入 6,007 13,851

営業外収益合計 13,532 40,111

営業外費用

支払利息 879 1,118

売上割引 20,841 20,551

為替差損 16,787 20,176

雑損失 6,296 558

営業外費用合計 44,805 42,405

経常利益 888,563 546,664

特別損失

固定資産除却損 519 503

投資有価証券売却損 2,778 －

投資有価証券評価損 3,570 110

会員権評価損 1,560 －

特別損失合計 8,428 613

税金等調整前四半期純利益 880,135 546,051

法人税、住民税及び事業税 392,709 242,771

法人税等調整額 △158,590 △86,140

法人税等合計 234,119 156,631

少数株主損益調整前四半期純利益 － 389,419

少数株主利益 180 591

四半期純利益 645,834 388,827
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,996,996 1,601,954

減価償却費 498,311 516,920

のれん償却額 117,083 117,083

貸倒引当金の増減額（△は減少） △786 9,489

退職給付引当金の増減額（△は減少） △398,304 －

前払年金費用の増減額（△は増加） 192,743 38,854

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △1,135 △220,431

その他の引当金の増減額（△は減少） 408,040 335,849

受取利息及び受取配当金 △15,615 △22,578

助成金収入 △34,178 △14,880

支払利息 2,771 3,136

売上割引 55,516 62,615

固定資産売却損益（△は益） 18 401

固定資産除却損 2,986 2,253

投資有価証券売却損益（△は益） 2,778 －

投資有価証券評価損益（△は益） 29,862 710

会員権評価損 1,560 －

売上債権の増減額（△は増加） △794,313 △380,038

たな卸資産の増減額（△は増加） △402,011 67,551

仕入債務の増減額（△は減少） 330,050 △155,293

未払消費税等の増減額（△は減少） 83,254 △34,775

その他 3,275 △129,302

小計 2,078,902 1,799,522

利息及び配当金の受取額 14,354 20,253

助成金の受取額 46,576 14,880

利息の支払額 △2,771 △3,136

売上割引の支払額 △55,106 △61,505

法人税等の支払額 △100,620 △689,470

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,981,334 1,080,542

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △180,000 △240,000

有形固定資産の取得による支出 △270,265 △435,565

有形固定資産の売却による収入 19 1,141

投資有価証券の取得による支出 △800 －

投資有価証券の売却による収入 15,750 －

その他 △84,115 △120,425

投資活動によるキャッシュ・フロー △519,410 △794,849

財務活動によるキャッシュ・フロー

少数株主からの払込みによる収入 20,328 －

自己株式の取得による支出 △468 △208

自己株式の売却による収入 139 －

配当金の支払額 △258,308 △452,467

財務活動によるキャッシュ・フロー △238,309 △452,676

現金及び現金同等物に係る換算差額 △39,068 △19,227

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,184,545 △186,211

現金及び現金同等物の期首残高 3,024,847 3,916,008

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 4,209,392

※
 3,729,796
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更 

　前連結会計年度において、連結子会社であったハインズテック㈱は、平成

23年１月１日付で当社を存続会社とする吸収合併により解散したため、第

１四半期連結会計期間から連結の範囲から除外しております。　

（2）変更後の連結子会社の数

　　６社

２．会計処理基準に関する事項の変更　 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して

おります。

　これによる損益に与える影響はありません。　

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

　

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四

半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。　

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）

　

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四

半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。　

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

１．たな卸資産の評価方法　 　当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第

２四半期連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出して

おります。　

２．有形固定資産の減価償却費の

算定方法

　定率法を採用している有形固定資産の減価償却費は、当連結会計年度に係る減価

償却費の額を期間按分して算出しております。 

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年９月30日）

　該当事項はありません。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成23年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

※１. 国庫補助金等により取得した固定資産の圧縮記帳累

計額

　　　　土地　　　　　　　　　　　　　　100,000千円

　　　　建物　　　　　　　　　　　　　　266,702千円

　　　　構築物　　　　　　　　　　　　　　4,664千円

※２．有形固定資産の減価償却累計額は、9,932,340千円で

あります。 

※１. 国庫補助金等により取得した固定資産の圧縮記帳累

計額

　　土地　　　　　　　　　　　　　　100,000千円

　　建物　　　　　　　　　　　　　　266,702千円

　　構築物　　　　　　　　　　　　　　4,664千円

※２．有形固定資産の減価償却累計額は、9,611,361千円で

あります。

　３．保証債務 　３．保証債務

従業員銀行借入に対する保証 24,903千円 従業員銀行借入に対する保証 28,625千円

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給与手当 940,897千円

賞与引当金繰入額 181,849千円

退職給付引当金繰入額 56,463千円

役員賞与 29,325千円

役員退職慰労引当金繰入額 7,549千円

のれん償却額 117,083千円

給与手当 903,445千円

賞与引当金繰入額 185,752千円

退職給付引当金繰入額 50,462千円

役員賞与 24,625千円

役員退職慰労引当金繰入額 41,359千円

のれん償却額 117,083千円

貸倒引当金繰入額 516千円

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給与手当 278,935千円

賞与引当金繰入額 95,048千円

退職給付引当金繰入額 18,599千円

役員賞与 10,975千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,146千円

のれん償却額 39,027千円

給与手当 274,791千円

賞与引当金繰入額 60,221千円

退職給付引当金繰入額 16,463千円

役員賞与 3,875千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,636千円

のれん償却額 39,027千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年９月30日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 6,039,392

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,510,000

預入期間が３か月を超える定期積立金 △320,000

現金及び現金同等物 4,209,392

 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年９月30日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 5,559,796

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,510,000

預入期間が３か月を超える定期積立金 △320,000

現金及び現金同等物 3,729,796

 

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　　

至　平成23年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　14,024,365株 

  

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　 397,223株 

  

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額 

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年２月25日

定時株主総会
普通株式 272,545 20 平成22年12月31日平成23年２月28日利益剰余金

平成23年６月３日

取締役会
普通株式 204,407 15 平成23年６月30日平成23年８月25日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

 電気測定器事業
（千円）

その他の事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      
（1）外部顧客に対する売上高 4,597,27023,1874,620,458 － 4,620,458

（2）セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ 41,274 41,274 (41,274) －

計 4,597,27064,4624,661,732(41,274)4,620,458

営業利益又は営業損失（△） 917,165 △554 916,611 3,225 919,837

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日）

 電気測定器事業
（千円）

その他の事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      
（1）外部顧客に対する売上高 12,386,71161,98912,448,701 － 12,448,701

（2）セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ 118,765 118,765(118,765) －

計 12,386,711180,75512,567,466(118,765)12,448,701

営業利益又は営業損失（△） 2,039,467△7,094 2,032,37310,572 2,042,945

　（注）１．事業区分の方法

当社グループの主な事業内容は電気測定器の開発製造販売とその修理メンテナンスでありますが、その他、

子会社において損害保険の代理業及び不動産管理を行っております。

従いまして事業区分は電気測定器事業とその他の事業に区分しております。

２．各事業区分に属する主要な製品

電気測定器事業：電気測定器の開発製造販売及びそれに付随する修理、メンテナンス

その他の事業　：損害保険代理業及び不動産管理業

 

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

 
日本
（千円）

米国
（千円）

中国
（千円）

その他の
地域
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

 売上高        
 （1）外部顧客に対す
　　　る売上高
　

4,111,548
　

156,073
　

345,278
　

7,558
　

4,620,458
　

－
　

4,620,458
　

 （2）セグメント間の
　　　内部売上高又は
　　　振替高 

325,177 － － － 325,177(325,177) －

計 4,436,725156,073345,2787,5584,945,635(325,177)4,620,458

営業利益又は営業損
失（△）

859,67710,65866,653△3,131933,858(14,020)919,837
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前第３四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日）

 
日本
（千円）

米国
（千円）

中国
（千円）

その他の
地域　
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

 売上高        
 （1）外部顧客に対す
　　　る売上高
　

11,121,130
　

404,966
　

915,045
　

7,558
　
12,448,701

　
－
　
12,448,701

　

 （2）セグメント間の
　　　内部売上高又は
　　　振替高 

801,644 － － － 801,644(801,644) －

計 11,922,775404,966915,0457,55813,250,346(801,644)12,448,701

営業利益又は営業損
失（△）

1,849,07114,557180,160△3,1312,040,658(2,287)2,042,945

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　　　２．その他の地域に属する国はインドであります。　

 

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

 
　 アジア ヨーロッパ アメリカ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高 （千円） 1,819,41279,683 203,683 89,7002,192,481

Ⅱ　連結売上高 （千円）     4,620,458

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合

（％） 39.4 1.7 4.4 1.9 47.5

　 

前第３四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日）

 
　 アジア ヨーロッパ アメリカ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高 （千円） 4,669,460265,561 548,090 254,2595,737,372

Ⅱ　連結売上高 （千円）     12,448,701

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合

（％） 37.5 2.1 4.4 2.0 46.1

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

（１）アジア・・・・・・・中国・台湾・韓国・インド・シンガポール

（２）ヨーロッパ・・・・・ドイツ・イタリア・オランダ

（３）アメリカ・・・・・・北米・中南米

（４）その他の地域・・・・中近東・オーストラリア・アフリカ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社グループの報告セグメントは、当社及び連結子会社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。 

　当社グループは、電気測定器の開発、製造、販売を主な事業としており、国内においては当社が開発、製造、販売

を行い、日置エンジニアリングサービス株式会社が修理・校正サービスを行っております。また、海外において

は米国でHIOKI USA CORPORATIONが、アジア地域では中国で日置（上海）商貿有限公司が、インドでHIOKI

INDIA PRIVATE LIMITEDが、東南アジアでHIOKI SINGAPORE PTE.LTD.が販売を行っております。これらの現地法

人はそれぞれ独立した経営単位であり、取り扱う製品について各地域の包括的な戦略を立案し、事業活動を展

開しております。

　したがって、当社グループは、販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、「米

国」及び「アジア」の３つを報告セグメントとしております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年９月30日）　

（単位：千円）

　
報告セグメント（電気測定器事業） その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３日本 米国 アジア 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への
売上高　

10,237,497526,2971,377,35812,141,15358,82212,199,976－ 12,199,976

　 　 　 　 　 　 　 　 　
セグメント間
の内部売上高
又は振替高

1,177,792－ － 1,177,792134,9391,312,732(1,312,732)－

計 11,415,290526,2971,377,35813,318,946193,76113,512,708(1,312,732)12,199,976

セグメント利益

又は損失（△）
1,339,19220,183188,7651,548,141△4,5311,543,60986,9481,630,558

　

　当第３四半期連結会計期間（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）

（単位：千円）

　
報告セグメント（電気測定器事業） その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３日本 米国 アジア 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への
売上高　

3,305,260163,633447,0913,915,98624,1663,940,152 － 3,940,152

　 　 　 　 　 　 　 　 　
セグメント間
の内部売上高
又は振替高

376,295 － － 376,29544,093420,389(420,389)－

計 3,681,556163,633447,0914,292,28268,2604,360,542(420,389)3,940,152

セグメント利益 443,3682,57964,241510,1893,753513,94235,014548,957

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険代理業及び

　　　　　不動産管理業等を含んでおります。

　　　２．調整額は、セグメント間の取引消去であります。

　　　３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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［関連情報］

　地域ごとの情報

　　売上高

　　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年９月30日）

（単位：千円）

日本 中国 台湾 その他アジア アメリカ ヨーロッパ その他の地域 合計

7,282,6331,539,739705,0621,482,393663,212277,324249,61212,199,976

 

　　当第３四半期連結会計期間（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）

（単位：千円）

日本 中国 台湾 その他アジア アメリカ ヨーロッパ その他の地域 合計

2,166,950522,099520,739386,526186,13688,358 69,3423,940,152

（注）１．売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

　　　　 ２．各区分に属する主な国又は地域

（１）その他アジア・・・・韓国・インド・シンガポール

（２）アメリカ・・・・・・北米・中南米

（３）ヨーロッパ・・・・・ドイツ・イタリア・オランダ

（４）その他の地域・・・・中近東・オーストラリア・アフリカ

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

　平成20年３月21日）を適用しております。
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（金融商品関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）　

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

　

（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）　

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。 

 

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）　

　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）　

　該当事項はありません。 

 

（企業結合等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）　

　該当事項はありません。 

　

（資産除去債務関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）

　該当事項はありません。

　

（賃貸等不動産関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成23年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

１株当たり純資産額 1,262.39円 １株当たり純資産額 1,215.67円

　

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額　 94.94円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額　 85.15円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
　

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

四半期純利益 （千円） 1,293,795 1,160,405

普通株主に帰属しない金額 （千円） － －

普通株式に係る四半期純利益 （千円） 1,293,795 1,160,405

期中平均株式数 （株） 13,627,399 13,627,193

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 47.39円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 28.53円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）

四半期純利益 （千円） 645,834 388,827

普通株主に帰属しない金額 （千円） － －

普通株式に係る四半期純利益 （千円） 645,834 388,827

期中平均株式数 （株） 13,627,329 13,627,149
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（重要な後発事象）

当第３四半期連結会計期間（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）

　該当事項はありません。　

　

（リース取引関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）　

　該当事項はありません。 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年10月29日

日置電機株式会社

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 桐川　　聡　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 八代　輝雄　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日置電機株式会社の

平成22年1月1日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（平成22年7月1日から平成22年9月

30日まで）及び第3四半期連結累計期間（平成22年1月1日から平成22年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日置電機株式会社及び連結子会社の平成22年9月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第3四半期連結会計期間及び第3四半期連結累計期間の経営成績並びに第3四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年10月8日開催の取締役会において、100％子会社であるハインズ

テック株式会社を吸収合併することを決議し、同日付けで同社と合併契約を締結している。　

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータは含まれていません。　　
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年10月28日

日置電機株式会社

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 桐川　　聡　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 八代　輝雄　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日置電機株式会社の

平成23年1月1日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（平成23年7月1日から平成23年9月

30日まで）及び第3四半期連結累計期間（平成23年1月1日から平成23年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日置電機株式会社及び連結子会社の平成23年9月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第3四半期連結会計期間及び第3四半期連結累計期間の経営成績並びに第3四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータは含まれていません。　　
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